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地域がん登録によるがん患者の生存率の計測 
Survival of Cancer Patients from Population-based Cancer Registries 

大島   明 *  

 
本稿では、まず、地域がん登録によるがん

患者の生存率の意義を明らかにした上で、次

に、わが国における地域がん登録によるがん

患者生存率計測の現状と今後の研究課題を示

すこととする。 

1次予防の成果･･･ がん罹患率の減少 

2次予防の成果･･･ がんの進行度分布 
 の早期へのシフト 

がん患者の生存率の向上 

がん治療の成果･･･ 進行度別生存率 
 の向上 

がん死亡率の減少
1. 地域がん登録によるがん患者の生存率測
定の意義 
地域がん登録によって得られるがん患者の

生存率は、地域におけるがん対策を総合的に

評価するための重要な指標である。図 1に示
したように、がん 1次予防活動の成果は当該
がんの罹患率の減少として現われるのに対し

て、がん検診などの 2次予防活動とがん治療
の進歩は、それぞれ、診断時の進行度分布の

より早期へのシフトにより、あるいは、進行

度別がん患者の生存率の向上により、その成

果は当該がん患者の生存率の向上として現わ

れる。地域がん登録では、地域におけるがん

患者をできるだけ漏れなく把握してがん罹患

率とがん患者の生存率を計測するが、さらに、

診断時の進行度（限局、領域〔所属リンパ節

転移あるいは隣接臓器への浸潤〕、遠隔転移）

のデータも収集して、進行度分布と進行度別

生存率を計測することもできる。したがって、

地域がん登録によるがん患者の生存率データ

は、がん診療を評価する上で不可欠のもので

ある。 

図１ 対がん活動の評価 

味木らは、大阪府がん登録資料を用いて、

胃がん、乳がん、肺がんの生存率の推移に関

して分析し、胃がんと乳がんにおいては早期

発見の普及と治療の進歩の効果が認められる

が、肺がんにおいては早期発見や治療の効果

は小さいものにとどまっていることを明らか

にした 1）。 

2. 生存率による評価における注意点 
がん患者の生存率によるがん診療の評価に

おいては、がん検診など早期発見の普及によ

って、各種の偏り（lead time bias, length bias, 
over-diagnosis bias, selection bias）が入り込む
ことに注意を要する（表 1）。 
米国では、がん対策評価の単一の指標とし

てはがん死亡率が最も適切であるとする

Bailarらの問題提起 2）を受けて GAO（General 
Accounting Office，米国下院会計検査院）では
1987 年 、“ Cancer Patient Survival. What 
Progress Has Been Made? ”と題する報告書 3）

をまとめている。この報告書でも指摘してい

るように、地域がん登録による生存率単独で
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表 1 生存率を指標とした評価における注意点 

各種の偏りが入り込むこと。 
lead time bias, length bias, over-diagnosis bias, selection bias 

地域がん登録による生存率単独でがん対策を評価するのでなく、 
biasの存在を十分に考慮に入れ、がん死亡率やがん罹患率の推移 
のデータなどとをあわせみて総合的に評価することが重要。 

がん検診の効能（efficacy）の評価の指標として生存率を用いる 
べきではない。 

効能が確認されたがん検診が現実の場において成果を上げて 
いるかどうか、すなわち効果（effectiveness）があるかどうかを 
モニターする場合の指標として生命率を用いることができる。 

・ 

・ 

・ 

・ 

がん対策を評価するのでなく、bias の存在を
十分に考慮に入れてがん死亡率やがん罹患率

の推移のデータなどとをあわせみて総合的に

評価することが必要と考える。 
がん検診の効能（efficacy）の評価において
は生存率に上記の多くの biasが入り込むこと
から、評価の指標としては生存率でなく、対

象集団のがん死亡率を用いるべきである。た

だし、地域がん登録による生存率は、効能が

確認されたがん検診が現実の場において成果

を上げているかどうか、すなわち効果

（effectiveness）があるかどうかをモニターす
る場合の指標として用いることができる。本

モノグラフ中で、小越らは新潟県がん登録資

料を用いてがん検診の効果について論じてい

る 4）。一般に、地域がん登録では、検診由来

であるかどうかの情報を医療機関から得るの

に困難があるが、新潟県がん登録では検診機

関を通じて検診発見がんを漏れなく把握して

いることが、このような作業を可能としてい

る。なお、現時点でわが国で広く実施されて

いるがん検診のうち、胃がん検診、子宮頚が

ん検診、大腸がん検診、肺がん検診の効能は

確認されているが、視触診による乳がん検診

の効能については認められていない。 

3. ｢地域がん登録｣研究班のこれまでの作業
と今後の予定 
旧厚生省、現厚生労働省がん研究助成金に

よる｢地域がん登録｣研究班では、1975年以降
今日まで毎年がん罹患率の全国値の推計を協

同調査として実施しているが、がん患者の生

存率の全国値推計の協同調査に向けても準備

を進めつつある。1996、97年度には、住民票
照会による生存確認調査を実施している 3登
録（山形、福井、大阪）のデータを用いて、

がん患者の生存率の測定計測における標準方

式を検討した。その結果、まとめられた標準

方式（案）は、表 2に示すとおりである。 
｢地域がん登録研究班｣では 2000年度から、
生存率測定の協同調査を開始した。対象は、

罹患率協同調査のデータ収集を集計値方式か

ら腫瘍単位の個別データ方式に切り替えるた

めに 1998 年度に実施したパイロット研究の
対象の 1993 年診断患者で、2000 年度中に予
後調査結果を収集して生存率協同調査を実施

することとした。2000年度末日現在、研究班
参加の 11登録からデータが提出された。予後
調査の実施方法は、住民票照会による生存確

認調査を実施した登録が 4登録（上記の山形、
福井、大阪に加えて沖縄）、全死亡者について

姓名等を用いた照合を実施して死亡情報を把

握した登録が 4登録、姓名のデータが含まれ
ない人口動態死亡テープを利用して死亡情報

を把握した登録が 3登録であった。2001年度
中には、さらに生存率協同調査に参加の登録

室を増やし、生存率計測の標準方式をさらに

検討した上で、この標準方式に基づき全国値
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を計測するとともに、登録精度や予後調査の

方法・精度が生存率に及ぼす影響等を評価す

る予定である。 
なお、大阪府がん登録では、研究班での協

同調査に先行して、生存率データの集大成を

モノグラフ「大阪府におけるがん患者の生存

率 1975-89 年」5）としてまとめ 1998 年に発
行している。 

4. 地域がん登録による生存率計測の今後の
研究課題 
地域がん登録による生存率計測の研究は、

わが国ではようやくその基盤が固まりつつと

ころであるが、今後、地域がん登録による生

存率データを駆使して、下記の研究課題に取

り組むべきであると考える。 
(1) 国際比較 
これまで、わが国の地域がん登録によるが

ん患者の生存率と米国 SEER プログラムによ
る生存率、欧州における協同調査である

Eurocare study による生存率などとの比較が
散発的におこなわれてきた。最近では、味木

らが、乳がん、肺がんの生存率は欧米との間

で大きな差は認められず、胃がんの生存率は

わが国で高いことを報告している 1）。他方で、

大島らは、化学療法の進歩を受けて欧米では

最近生存率が 90%以上と報告されている精巣
がんの生存率を大阪府がん登録のデータで検

討し、1990-92 年に診断されたものでも 80%
弱のレベルにとどまっていたこと、一方、大

阪府立成人病センターの精巣がん患者の生存

率は欧米と差がないことを明らかにし、わが

国においては効果的な化学療法の普及のスピ

ードと拡がりに問題があることを示した 6）。 
今後、化学療法による治癒が期待できる比

較的稀な部位のがんの生存率について欧米と

の比較を今後精力的に進めていく必要がある。

本モノグラフにおいては、味木らが小児がん

の生存率を取り上げ欧米との比較検討をおこ

なっている 7）。 
なお、現在、Concord Studyとして、米国の

SEERプログラムと欧州の Eurocare studyとの
がん患者の生存率の比較検討が進められつつ

あるが、この大西洋をはさんだ欧米の協同調

査に、大阪府がん登録はオブザーバとして参

加している。 
(2) 社会経済階層による生存率の格差 
社会経済階層による生存率の格差の有無の

検討は、社会経済階層によるがん罹患率の差

異の検討と並んで、公衆衛生の立場からみる

とき極めて重要な課題である。欧米では、こ

の分野の研究が盛んにおこなわれている 8, 9）。

英国では、Coleman MP et al (eds.): Cancer 
Survival Trends in England and Wales, 1971- 
1995: Deprivation and NHS Region10）というモ

ノグラフが 1999年に出版された。本モノグラ

表 2 ｢地域がん登録｣研究班による生存率計測の標準方式（案） 

1. 対象がんによる生命損失の大きさを見るためには、実測生存率を 
期待生存率で除した相対生存率を計測する。 

2. 期待生存率は、0.5歳分加算したコホート生存率表に基づき、 
Ederer II法を用いて計算する。 

3. 集計対象は、死亡情報のみで登録された DCO、上皮内がん、 
及び第 2がん以降を除外した患者とする。 

4. 年齢構成の異なる集団で生存率を比較する場合には、年齢調整 
相対生存率を計測する。 

5. 検診由来の患者の割合が異なる集団で生存率を比較する場合 
には、検診由来を含む群とそれらを除く群、それぞれについて 
計測することが望ましい。 
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フでは、日本から visiting research fellowとし
て Coleman達の研究グループに参加した本荘
がその研究の概要を紹介し、わが国における

この分野の研究の実行可能性に関して言及し

ている 11）。 
(3) 病院規模による生存率の格差 
病院の規模あるいは取扱患者数の大きさ

（hospital volume）とがん患者の生存率との間
に相関があるか否かを検討することは、がん

患者の生存率を向上させていく手段を検討す

る上で有用な情報である。まず、地域がん登

録資料を用いて実態を把握することから始め

る必要がある。 
なお、今年度から厚生労働省が開始した 21
世紀型医療開拓推進研究（メデイカルフロン

テイア戦略研究）のがんの分野では、がん診

療レベルの全国的な均てんをめざしがんの生

存率を 40%から 60%へと 20%向上させること
を目標として掲げているが、ここで目標とし

て掲げ、対策の評価・モニタリングの指標と

しているがん患者の生存率（地域全体および

病院の規模別）は、十全な地域がん登録の仕

組みがあってはじめて計測されるものである

ことを再確認しておかねばならない。 

5. 院内がん登録あるいは全国臓器別がん登
録による生存率との連携 
がん患者の生存率は、地域がん登録以外に

がん（成人病）センターや大学病院などから

発表されているし、大学病院や大病院からの

報告に基づく全国臓器別がん登録のデータバ

ンクからも発表されている。しかし、これら

の生存率は、特定の大学病院、がん（成人病）

センター、大病院で治療を受けた患者に限ら

れているため、これらのデータから、地域に

おけるがん患者全体の予後を評価することは

出来ない。一方、地域がん登録で収集するが

ん進行度に関する情報は簡単なものであって、

TNM分類や各学会・研究会の定めた詳細なが
ん取扱規約に基づくものではない。詳細な進

行度別の生存率の検討はがん（成人病）セン

ター、大学病院などの大病院のデータや全国

臓器別がん登録のデータバンクによって初め

て可能となる。 
本モノグラフでは、岡本らが全国がん（成

人病）センター協議会による生存率協同調査

について、また、児玉らが全国臓器別がん登

録について、生存率計測の概要と問題点を紹

介している 12, 13）。両協同調査には、生存率計

測の対象の範囲（対象とした患者を漏れなく

登録しているか）と予後調査の方法（住民票

照会をしているか、生死不明のものがどれだ

け存在するか）に関してなお問題点がある。

今後、これらの登録と地域がん登録の連携に

関して、さらに積極的に検討を進めるべきで

あると考える。米国外科学会では院内がん登

録の整備を認定の条件とするほか、National 
Cancer Data Baseの仕組みを作り、がん臨床医
に対して興味深い協同調査の結果を提供して

いる 13, 14）。本モノグラフでは、実際に National 
Cancer Data Base を見学してきた山口がその
概要を紹介し、わが国が学ぶべき点について

言及している 16）。 
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